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019 高齢者医療制度の普及と推進

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

後期高齢者医療制度が円滑に運営されて、高齢者が病気やけがなどをしたとき、最適な医療を安心して受けることができます。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

平成２３年度の東京都の収納率を基準値としている。収納率は基準値よりも上昇しており、目標値を達成している。

4,160,790,000 4,462,238,000 4,600,838,000 4,672,251,000 4,931,490,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,069,847,000 4,365,581,000 4,514,462,000 4,577,909,000 4,822,655,000

90,943,000 96,657,000 86,376,000 94,342,000 108,835,000

4,206,286,000 4,532,329,000 4,491,510,000 4,823,154,000 0

4,193,342,921 4,462,542,477 4,490,012,392 4,822,193,300 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

4,119,334,512 4,371,246,812 4,416,158,216 4,742,847,594 0

74,008,409 91,295,665 73,854,176 79,345,706 0

99.7 98.5 100.0 100.0 0.0

6.46 6.46 6.46 6.45 0.00

51,637,298 49,191,146 50,337,865 50,270,476 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0

17,002,326 15,391,239 15,369,379 14,119,875 0

4,261,982,545 4,527,124,862 4,555,719,636 4,886,583,651 0

①後期高齢者医療保険料収納率

98.8

％

99.5 99.6 99.5 -

100.5 100.6 100.5 0.0

99
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５　施策の評価
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４　施策の進ちょく状況
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平成２３年度の東京都の収納率を基準値としている。収納率は基準値よりも上昇しており、目標値を達成している。

平成２８年７月から、コンビニ収納を開始し、被保険者の納付機会の拡充を図った。また、引き続き電話によるきめ細かい催告を実施し、高い収納
率を維持している。

２年に一度保険料の改定があるが、改定の度に保険料が上がっている。保険料が上がるたびに、被保険者の負担が増えていく。今後収納率をいかに
確保するかが課題である。

平成２８・２９年度、保険料の改定があり、平成３０・３１年度に次の改定が予定されている。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる

基準値を上回っている。ま
た、東京広域連合の目標値
である、全国平均保険料収
納率も上回っている。

基準値を上回っている。ま
た、東京広域連合の目標値
である、全国平均保険料収
納率も上回っている。

基準値を上回っている。ま
た、東京広域連合の目標値
である、全国平均保険料収
納率も上回っている。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

後期高齢者医療保険料徴収事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

76,094

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。

後期高齢者医療被保険者か
ら、特別・普通徴収により
保険料を徴収します。

目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる

後期高齢者医療保険料の収
納率が目標値を上回ってい
る。

後期高齢者医療保険料の収
納率が目標値を上回ってい
る。

後期高齢者医療保険料の収
納率が目標値を上回ってい
る。

後期高齢者医療制度運営費負担
事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

23,270,647

東京都後期高齢者医療広域
連合からの請求額を負担し
ます。

東京都後期高齢者医療広域
連合からの請求額を負担し
ます。

東京都後期高齢者医療広域
連合からの請求額を負担し
ます。

東京都後期高齢者医療広域
連合からの請求額を負担し
ます。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標以上に進んでいる

特に問題なく実施している
。

特に問題なく実施している
。

特に問題なく実施している
。

後期高齢者健康診査事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

745,120

市内協力医療機関により健
康診査を実施します。

市内協力医療機関により健
康診査を実施します。

市内協力医療機関により健
康診査を実施します。

市内協力医療機関により健
康診査を実施します。

目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる 目標以上に進んでいる

府中市の受診率は東京都で
は上位であり、順調に進ん
でいる。

府中市の受診率は東京都で
は上位であり、順調に進ん
でいる。

 府中市の受診率は東京都
では上位であり、順調に進
んでいる。
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H28年度 H29年度 優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 後期高齢者医療保険料徴収事業 10 11,683,000 11,683,000 11,683,000 後期高齢者医療保険料の徴収 B 2 A A

2 後期高齢者葬祭事業 10 66,870,000 64,216,906 70,126,000
後期高齢者医療被保険者の葬祭を
行った者に費用の一部を助成する
。

B 2 B C

3 後期高齢者医療制度運営費負担事
業

10 4,428,792,000 4,579,979,771 4,666,646,000
後期高齢者医療に要する費用に充
てるため、後期高齢者医療広域連
合へ負担金を納付する。

B 2 B B

4 後期高齢者健康診査事業 10 164,906,000 166,313,623 183,035,000 広域連合から市が委託を受け、健
康診査を実施する。

B 2 B B

5 後期高齢者医療制度窓口相談事務 10 ○ 0 0 0 後期高齢者医療制度の相談 B 2 B B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 4,672,251,000 4,822,193,300 4,931,490,000
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020 国民健康保険の運営

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

　納税しやすい環境の整備により、収納率が向上し、健全で安定した国民健康保険の運営が行われ、国民健康保険加入者に対する
給付内容が充実しています。
　また、特定健康診査・特定保健指導の強化により、生活習慣病の早期発見・予防が徹底され、医療費が抑制されています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

収納率については平成２３年度の２６市の平均収納率（現年分）を目標値とし、受診率については厚生労働省の定める国民健康保険者の目標率を目
標値としている。

23,396,090,000 23,846,997,000 27,983,064,000 27,661,121,000 27,160,780,000

4,945,260,000 4,937,178,000 5,000,754,000 5,039,708,000 5,035,166,000

1,316,881,000 1,330,712,000 1,353,822,000 1,517,371,000 1,554,219,000

0 0 0 0 0

14,190,618,000 14,399,220,000 18,337,519,000 17,865,839,000 17,473,220,000

2,943,331,000 3,179,887,000 3,290,969,000 3,238,203,000 3,098,175,000

23,424,647,000 23,816,955,000 27,310,239,000 27,009,533,000 0

23,138,888,470 23,075,681,201 26,916,098,552 26,530,342,336 0

4,831,364,552 4,762,067,287 4,829,029,360 5,035,050,207 0

1,462,669,272 1,483,079,416 1,571,639,847 1,622,947,060 0

0 0 0 0 0

14,206,791,625 14,252,465,061 17,748,634,424 17,292,020,704 0

2,638,063,021 2,578,069,437 2,766,794,921 2,580,324,365 0

98.8 96.9 98.6 98.2 0.0

16.16 16.16 16.16 17.18 0.00

129,176,532 123,057,205 125,925,852 133,865,414 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0

42,533,245 38,502,937 38,448,248 37,599,876 0

23,310,598,247 23,237,241,343 27,080,472,652 26,701,807,626 0

①国保税収納率

88.7

％

92.5 93.4 93.3 -

102.4 103.4 103.3 0.0

90.3

②特定健康診査受診率

51.9

％

53.3 53.4 53.4 -

88.8 89.0 89.0 0.0

60



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況
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収納率については平成２３年度の２６市の平均収納率（現年分）を目標値とし、受診率については厚生労働省の定める国民健康保険者の目標率を目
標値としている。

保険税の期割の変更、口座振替の推進、コンビニエンスストアでの納付書取扱期限の延長等、納付環境を整備し、収納率向上に努めた。
特定健康診査等を実施し、被保険者の健康保持・増進を図った。

国民健康保険税の収納率向上
医療費適正化の推進

健全で安定した運営のため、納付しやすい環境づくり、積極的な滞納整理の実施により、収納率の向上を図るとともに、特定健康診査・特定保健指
導等の保健事業の実施により、被保険者の健康保持・増進と医療費の適正化を図る。
平成３０年度からの国民健康保険の新制度に着実に移行できるよう、都及び他市区町村と連携を図るとともに、被保険者等に情報提供等を適宜行い
、制度周知に努める。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

納付環境の整備等により収
納率は向上している。
また、特定健康診査を適切
に実施した。

納付環境の整備等により収
納率は向上している。
また、特定健康診査を適切
に実施した。

納付環境の整備等により収
納率は目標値を上回ってい
る。
特定健康診査の受診率は他
市と比較し上位に位置して
いる。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

国民健康保険趣旨普及宣伝事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

11,228

納税通知書発送時に国保だ
よりと同封文を、２年に１
度の保険証一斉更新時には
小冊子を同封して、国民健
康保険制度について周知し
ます。

納税通知書発送時に国保だ
よりと同封文を、２年に１
度の保険証一斉更新時には
小冊子を同封して、国民健
康保険制度について周知し
ます。

納税通知書発送時に国保だ
よりと同封文を、２年に１
度の保険証一斉更新時には
小冊子を同封して、国民健
康保険制度について周知し
ます。

納税通知書発送時に国保だ
よりと同封文を、２年に１
度の保険証一斉更新時には
小冊子を同封して、国民健
康保険制度について周知し
ます。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

納税通知書発送時に「国保
だより」等を同封すること
、加入手続き時には「国保
なんでも早わかり」を配布
することで制度の周知を図
った。

納税通知書発送時に「国保
だより」等を同封すること
、加入手続き時には「国保
なんでも早わかり」を配布
することで制度の周知を図
った。

納税通知書発送時に「国保
だより」等を同封すること
、加入手続き時には「国保
なんでも早わかり」を配布
することで制度の周知を図
った。

国民健康保険保険給付事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

62,718,074

国民健康保険被保険者の適
切な医療の確保を図り、医
療費の適正化を推進します
。

国民健康保険被保険者の適
切な医療の確保を図り、医
療費の適正化を推進します
。

国民健康保険被保険者の適
切な医療の確保を図り、医
療費の適正化を推進します
。

国民健康保険被保険者の適
切な医療の確保を図り、医
療費の適正化を推進します
。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

医療機関、被保険者からの
請求に基づき、適切な給付
を行った。

医療機関、被保険者からの
請求に基づき、適切な給付
を行った。

医療機関、被保険者からの
請求に基づき、適切な給付
を行った。

国民健康保険疾病予防事業

市民部 保険年金課

主要な事務事業

1,240,154

生活習慣病等の早期発見と
被保険者の健康を保持・増
進し、医療費の適正化につ
なげ、将来的な医療費の抑
制を図ります。

生活習慣病等の早期発見と
被保険者の健康を保持・増
進し、医療費の適正化につ
なげ、将来的な医療費の抑
制を図ります。

生活習慣病等の早期発見と
被保険者の健康を保持・増
進し、医療費の適正化につ
なげ、将来的な医療費の抑
制を図ります。

生活習慣病等の早期発見と
被保険者の健康を保持・増
進し、医療費の適正化につ
なげ、将来的な医療費の抑
制を図ります。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

特定健康診査の受診率は微
増しており、26市では上位
に位置している。

特定健康診査の受診率は微
増しており、26市では上位
に位置している。

特定健康診査の受診率は2
6市で上位に位置している
。
被保険者の健康保持・増進
、医療費の適正化のためデ
ータヘルス計画に基づき新
たな保健事業を実施した。



020　国民健康保険の運営

- 4 -

H28年度 H29年度 優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 国民健康保険運営事務 10 11,385,469,000 10,966,112,720 11,483,871,000 国民健康保険の運営にかかる事務 B 1 A A

2 国民健康保険趣旨普及宣伝事業 30 1,559,000 908,349 1,392,000 国民健康保険の趣旨普及 B 1 B C

3 国民健康保険保険給付事業 20 15,913,671,000 15,236,229,290 15,332,571,000 医療給付、任意給付 B 1 A B

4 国民健康保険適用審査事務 10 53,295,000 50,515,433 50,699,000
保険医療機関等が算定し、請求す
る額を適正か審査し、債務額を確
認する。

B 1 A B

5 国民健康保険疾病予防事業 10 307,127,000 276,576,544 292,247,000 特定健康診査・特定保健指導事業 B 1 A B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 27,661,121,000 26,530,342,336 27,160,780,000



基本目標

基本施策

達成率

指標の分析

実　績

決 算 額

予 算 現 額

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

執 行 率

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

実　績

達成率

実　績

実　績

達成率

実　績

達成率

指標名
基準値

（単位）

実績の推移

目標値

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

嘱 託 員 数

実　績

嘱 託 員 人 件 費

市 債

（事業費）

（人件費）

職 員 数

１　施策の名称・めざす姿

施 策 評 価 シ ー ト

３　指標実績の推移等

達成率

達成率

総 コ ス ト

記 載 年 月

対 象 年 度

め ざ す 姿

施 策 名

総 合 計 画

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

主担当部課名

平成29年9月

平成28年度
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021 国民年金の普及

Ⅰ 人と人とが支え合い幸せを感じるまち（健康・福祉）

05 社会保障制度の充実
市民部 保険年金課

国民年金制度が暮らしを支えるうえで重要な自助・共助・公助のシステムであることが認識され、市民自ら必要な手続きを適正に
行っています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

基準値･目標値共に、国全体の数値として日本年金機構が定めたものである。本市においては、第1号被保険者数の減少と法定及び申請免除者数の増
加の傾向が続いており、結果として納付率は目標値を超えている。
　平成28年度末における本市の第1号被保険者数に占める免除者総数の割合：33.5％
　平成27年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　 　：32.0％
　平成26年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：31.5％
　平成25年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：30.4％

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4.38 4.38 4.38 4.37 0.00

34,980,105 33,323,034 34,099,844 34,054,194 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0

11,517,706 10,426,325 10,411,516 9,565,079 0

46,497,811 43,749,359 44,511,360 43,619,273 0

①国民年金の保険料の納付率

58.6

％

61.1 61.9 62.2 -

101.8 103.2 103.7 0.0

60



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況

021　国民年金の普及
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基準値･目標値共に、国全体の数値として日本年金機構が定めたものである。本市においては、第1号被保険者数の減少と法定及び申請免除者数の増
加の傾向が続いており、結果として納付率は目標値を超えている。
　平成28年度末における本市の第1号被保険者数に占める免除者総数の割合：33.5％
　平成27年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　 　：32.0％
　平成26年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：31.5％
　平成25年度末　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　 ：30.4％

　昭和36年の国民年金法に基づく保険料の徴収開始による国民皆年金制度の確立以来、年金制度にはさまざまな改正が重ねられ、その中で、平成1
4年には国と市町村との役割分担の明確化が図られた。それにより収納事務は市町村から国へと変更され、市には法定受託事務として、適用関係で
は第1号届書の受理と、年金給付関係では第1号期間のみ有する者の裁定請求に関する事務のみが義務付けられた。
　市では、市民に身近な窓口として、市民が国民年金制度を正しく理解し、各種手続きが適正に行われるよう、届出受理に伴う相談業務をあわせて
行っている。

　市民からの相談や届出を受ける身近な窓口としての充実を図る。

　日本年金機構と協力・連携し、より一層正確で丁寧な情報を市民に提供する。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

日本年金機構と協力･連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構と協力・連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構と協力・連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理

021　国民年金の普及
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

年金窓口相談事務

市民部 保険年金課

主要な事務事業

0

日本年金機構と協力・連携
して、年金制度等について
の情報を正しく発信すると
ともに、法定受託事務及び
相談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
して、年金制度等について
の情報を正しく発信すると
ともに、法定受託事務及び
相談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
して、年金制度等について
の情報を正しく発信すると
ともに、法定受託事務及び
相談業務等を適切に行う。

日本年金機構と協力・連携
して、年金制度等について
の情報を正しく発信すると
ともに、法定受託事務及び
相談業務等を適切に行う。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

日本年金機構と協力･連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構と協力･連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。

日本年金機構と協力･連携
し、法定受託事務及び相談
業務等を適切に行った。
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H28年度 H29年度 優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）

H28年度 H29年度

1 年金窓口相談事務 20 ○ 0 0 0 国民年金制度に関する相談 B 1 B B

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計


